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寿都町における住民投票について（照会） 

 

 上記については、令和 3 年 3 月 10 日に「寿都町住民投票条例」として条例化、その第

１条には「概要調査地区の選定及び精密調査地区の選定(以下「概要調査等地区の選定」

という。)について、町民の意思を問うことを目的とする」と記載があります。文献調査

が終了した今、私たちは、国（経産省）からの意見照会の後、住民投票が実施されると考

えておりますが、住民投票へ向けて、下記のとおり質問がありますので、貴殿の見解を伺

います。 

 なお、本照会及び回答につきましては、公開質問として本会 HP に掲載するとともに、

各報道機関に情報提供しておりますので、併せてご承知おきください。回答は、７月２３

日までに、文書で回答をお願いいたします。 

 

記 

 

１．２０２０年９月に北海道知事との懇談で、「個人的には精密調査までいくべきだと考

えている」という発言があったが、今はどのように考えているか。 

 

２．寿都町民は、これまでの分断を超えて住民投票に臨まなくてはならないが、町長とし

て、町民内の分断への考えを聞かせてほしい。町長は、町民が分断された町内で、何とか

それらを越えようと配慮しながら、生活をしているのを知っているか？ 

 

３．住民投票の実施予定は、いつくらいを目途に実施する予定でいるのか？国（経産省）

からの意見照会は、いつ頃になると予想しているか？ 

 

４．概要調査の選定と精密調査の選定時の２回実施と条例にはあるが、住民投票の２回の

実施は間違いないか？ 

 

５．町民に対して、今までの核ゴミシンポジウムなどでの勉強の度合いを調査するため

に、（どのくらい理解しているか、住民投票をいつやってほしいか等）町民アンケート調

査の実施予定はあるか？  

 

６．住民投票実施の結果、反対多数の場合には、概要調査の選定候補から降りる、概要調

査は実施しないと考えているが、その理解で良いか？ 

 



７．住民投票の投票数が過半数にいかなかった場合、その後はどうするのか？「今までの

選挙で過半数を超えないことはなかった」という曖昧な回答ではなく、どのようにするの

か？を明確に答えてほしい。 

 

８．概要調査へ進んだ場合、文献調査よりも長期間に亘り、さまざまな調査を実施予定と

聞いている。調査期間に何か問題があった時には、調査から撤退できるのか。例えば、ボ

ーリング調査をしていて、水が出て止まらなくなる等、町民生活への甚大な被害があった

時には、国だけではなく、町長や町役場も責任を取る意識があるのか？を確認したい。 

 

９．概要調査以上に、精密調査への考え、最終的には地層処分場そのものが出来ても良い

と考えているのか？今の町長の認識を聞きたい。 

 

10．概要調査へ進むことで受け取る予定の、70 億円の交付金への使途について、現在考

えている予定を聞きたい。どんな事業に、どのくらい使う予定なのか？また、概要調査が

無くなった時には、どう考えているのか？2025 年の町長選挙戦では、70 億円を「寿都町

の財政のために」と選挙演説をして、完全にアテにして戦っていたと考えている。 

 

11.概要調査のメリットとデメリットについて、町民に分かりやすい資料を作成してほし

い。住民投票の前に、①文献調査との違い、②概要調査のメリットやデメリットについ

て、町民に分かりやすく、明確に知らせてほしい。また資料を作るにあたり、概要調査へ

のメリットとデメリットの資料は、それが本当に正しいのか？『第三者機関』を作って、

判断してほしい。一方的に、概要調査を進めるためだけの資料ではないことが重要である

と考えている。住民投票を実施する前に、町民への説明責任を全うしてほしいが、どのよ

うに考えているか？ 

 

12.概要調査に進む場合には、風評被害への補償はあるか？（漁業、観光、農業など）。文

献調査への風評被害はないと町長は言っていたが、実際にはあったので、概要調査へ進む

なら、もっと風評被害はあるだろうと予想している。リスクへの認識を知りたい。 

 

13. 町長や町役場職員や NUMO 職員は、住民投票へ向けて、常に説明責任を負い、中立

で、日本法における公序良俗を守る行動をすることが当然であるが、どう考えているか？ 

寿都町住民投票条例より抜粋 

・第 2 条第 2 項 住民投票は、住民の自由な意思が反映されるものでなければならない。 

・第 15 条 住民投票に関する運動は、町民の自由な意思が拘束され、若しくは不当に干

渉され、又は町民の平穏な生活環境が侵害されるものであつてはならない。 

 

14.この概要調査を含む、進行のレールから降りたいと考えた時に、当時の経産大臣の文

書は、効果があるのか？次の町長への責任をどのように考えているのか？知りたい。 

 

以上 


